
 

【 別 添 １ 】 

 

１．利用料金 

① 利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お

支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険か

ら払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償

還払いとなります。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うための必要

事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

② 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて利用者の負担額

を変更します。 

 

（１）介護保険基準サービス 

① サービス利用料金 （＊１日につき） 

下記の単位数から、所定単位数（利用者の要介護度に応じた単位数と各種算定された

加算を加えた単位数）に、「介護職員等処遇改善加算」を上乗せし、地域区分「その他」

であるため１０円を乗じた額をサービス利用料金とします。その内、介護保険自己負

担分（介護保険負担割合証記載の割合）をお支払い下さい。                             

（単位：円） 

区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

従来型個室 ５８９ ６５９ ７３２ ８０２ ８７１ 

多床室 ５８９ ６５９ ７３２ ８０２ ８７１ 

 

・外泊時費用 ２４６・外泊時在宅サービス利用費用 ５６０・初期加算 ３０ 

・退所時栄養情報連携加算 ７０・再入所時栄養連携加算 ２００ 

・退所前／後訪問相談援助加算 ４６０・退所時相談援助加算 ４００・退所前連携加算 ５００ 

・退所時情報提供加算２５０・協力医療機関連携加算（１）５０（２）５ 

・栄養マネジメント強化加算 １１・経口移行加算 ２８ 

・経口維持加算（Ⅰ）４００（Ⅱ）１００・口腔衛生管理加算（Ⅰ）９０（Ⅱ）１１０ 

・療養食加算 ６・特別通院送迎加算 ５９４ 

・配置医師緊急時対応加算（１）３２５（２）６５０（３）１３００ 

・看取り介護加算（Ⅰ）（１）７２（２）１４４（３）６８０（４）１２８０ 

・看取り介護加算（Ⅱ）（１）７２（２）１４４（３）７８０（４）１５８０ 

・在宅復帰支援機能加算 １０・在宅・入所相互利用加算 ４０ 

・認知症専門ケア加算（Ⅰ）３（Ⅱ）４ 

・認知症チームケア推進加算（Ⅰ）１５０（Ⅱ）１２０ 

・認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００・褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）３（Ⅱ）１３ 

・排せつ支援加算（Ⅰ）１０（Ⅱ）１５（Ⅲ）２０・自立支援促進加算 ２８０ 

・科学的介護推進体制加算（Ⅰ）４０（Ⅱ）５０・安全対策体制加算 ２０ 

・高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）１０（Ⅱ）５・新興感染症等施設療養費 ２４０ 

・生産性向上推進体制加算（Ⅰ）１００（Ⅱ）１０ 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ）２２（Ⅱ）１８（Ⅲ）６・日常生活継続支援加算 ３６ 

・看護体制加算（Ⅰ）６（Ⅱ）１３・夜勤職員配置加算（Ⅰ）２２（Ⅱ）２８ 

・準ユニットケア加算 ５・生活機能向上連携加算（Ⅰ）１００（Ⅱ）２０ 

・個別機能訓練加算（Ⅰ）１２（Ⅱ）２０（Ⅲ）２０ 

・ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）３０（Ⅱ）６０・若年性認知症入所者受入加算 １２０ 

・障害者生活支援体制加算（Ⅰ）２６（Ⅱ）４１ 

 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）所定単位数×１４０／１０００ 

（Ⅱ）所定単位数×１３６／１０００ 



 
（Ⅲ）所定単位数×１１３／１０００ 

（Ⅳ）所定単位数×９０／１０００ 

（Ⅴ）（１）所定単位数×１２４／１０００ 

（２）所定単位数×１１７／１０００ 

（３）所定単位数×１２０／１０００ 

（４）所定単位数×１１３／１０００ 

（５）所定単位数×１０１／１００ 

（６）所定単位数×９７／１０００ 

（７）所定単位数×９０／１０００ 

（８）所定単位数×９７／１０００ 

（９）所定単位数×８６／１０００ 

（１０）所定単位数×７４／１０００ 

（１１）所定単位数×７４／１０００ 

（１２）所定単位数×７０／１０００ 

（１３）所定単位数×６３／１０００ 

（１４）所定単位数×４７／１０００ 

 

※介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）については、令和６年６月１日から令和７年３月３１日まで

算定可能。 

 

 

② 居住費・食費 

利用者の区分に応じた居住費・食費をお支払い下さい。なお、負担限度額認定を受け

ている場合には、認定証に記載している負担限度額をお支払い下さい。また、外泊期

間中についても、居室が確保されている場合は、居住費をご負担願います。                            

 （単位：円） 

対象者 区分 
居住費 

食費 
多床室 従来型個室 

生活保護の受給者の方等 
利用者負担

第１段階 
０ ３２０ ３００ 本

人
及
び
世
帯
全
員
が 

市
民
税
非
課
税
で
あ
っ
て 

本人が老齢福祉年金受給者の

方 

本人の合計所得金額と課税年

金収入額の合計が８０万円以

下の方等 

利用者負担

第２段階 
３７０ ４２０ ３９０ 

本人の合計所得金額と課税年

金収入額の合計が８０万円超

１２０万円以下の方等 

利用者負担

第３段階① 
３７０ ８２０ ６５０ 

本人の合計所得金額と課税年

金収入額の合計が１２０万円

超の方等 

利用者負担

第３段階② 
３７０ ８２０ １，３６０ 

上記以外の方 
利用者負担

第４段階 
８５５ １，１７１ １，５５０ 

 

〈介護保険負担限度額認定について〉 

居住費及び食費については、所得に応じ利用者負担の上限額が設定されています。利

用者負担段階に応じた負担限度額を自己負担で支払い差額分は「特定入所者介護サー

ビス費」として介護保険から支給されます。（市への申請が必要です） 

 

 

 

 

 

 



 

（２）介護保険基準外サービス 

  以下のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。 

  （単位：円） 

 

・理髪・美容                           実費 

・財産管理 金銭出納及び日常的な費用の立替にかかわる管理サービス         

２，０００円 

      日常的な費用の立替にかかわる管理サービス     １，０００円 

・死後の処置（エンゼルケア）にかかわる費用         １０，０００円 

・希望により利用するサービスの自己負担分             実費 

・その他の費用                          実費 

 

 

 


